
（府省名：農林水産省）

1
中津山農業水利事業　鶴家排水機場
建設工事に伴う電気通信設備移転補
償

分任支出負担行
為担当官
東北農政局中津
山農業水利事業
所長　宮石　幸雄

宮城県石巻市相
野谷字飯野川町
159-1

平成26年10月6日
東日本電信電話
株式会社宮城事
業部

宮城県仙台市若
林区五橋3-2-1

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業を施工する際の権利の取得及び損
失補償等に対して契約を行うものであり、工
事に必要となる土地等の権利者との契約とな
ることから、場所及び契約相手方が限定され
るものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

2

仙台東災害復旧関連区画整理事業六
郷２ブロック区画整理（その２）工事に係
る電気通信線路設備移転工事費用補
償金

分任支出負担行
為担当官　東北
農政局仙台東土
地改良建設事業
所長　赤倉正弘

宮城県仙台市宮
城野区五輪1-3-
20

平成26年10月7日
東日本電信電話
株式会社宮城事
業部

宮城県仙台市若
林区五橋3-2-1

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業を施工する際の権利の取得及び損
失補償等に対して契約を行うものであり、工
事に必要となる土地等の権利者との契約とな
ることから、場所及び契約相手方が限定され
るものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

3
平成26年度仙台東災害復旧関連区画
整理事業
六郷１ブロック発掘調査委託事業

分任支出負担行
為担当官　東北
農政局仙台東土
地改良建設事業
所長　赤倉正弘

宮城県仙台市宮
城野区五輪1-3-
20

平成26年10月29日
仙台市教育委員
会委員長

宮城県仙台市青
葉区一番町4-1-
25

会計法第29条の
3第4項(法令等
の規定)

- 6,842,660 - -
本調査は、埋蔵文化財の発掘調査を行うもの
であり、文化財保護法第94条により、契約の
相手方が特定されているものである。

1(2)①ｲ(ｲ) -

4
中信平二期農業水利事業　右岸幹線
改修その2工事に係る土地取得代金
一式

分任支出負担行
為担当官　関東
農政局中信平二
期農業水利事業
所長　江上　博司

長野県松本市大
字島立2167-5

平成26年10月6日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

-
個人情報非公
表

- -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うもので、工事に必要となる契約であ
り、場所及び契約相手方が特定されるもので
あるため、随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

5

関東農政局前橋地域センターPCB廃棄
物処理業務
一式

分任支出負担行
為担当官　関東
農政局前橋地域
センター長　西村
敏男

群馬県前橋市紅
雲町1-2-2

平成26年10月10日
日本環境安全事
業株式会社北海
道事業所

北海道室蘭市仲
町14-7

会計法第29条の
3第4項(法令等
の規定)

- 7,499,520 - -

高濃度のPCB廃棄物については、ポリ塩化ビ
フェニル廃棄物の適正な処理の推進に関す
る特別措置法に基づく処理が必要であるが、
この処理を実施できる事業者は日本環境安
全事業(株)のみであり、地域ごとに処理事業
所がきまっているため。

1(2)①ｲ(ｲ) -

6

中信平二期農業水利事業　右岸上段
幹線改修その4工事に係る土地取得代
金
一式

分任支出負担行
為担当官　関東
農政局中信平二
期農業水利事業
所長　江上　博司

長野県松本市大
字島立2167-5

平成26年10月10日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

-
個人情報非公
表

- -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うもので、工事に必要となる契約であ
り、場所及び契約相手方が特定されるもので
あるため、随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

7
中信平二期農業水利事業　梓川左岸
幹線の地上権変更に係る対価補償金
一式

分任支出負担行
為担当官　関東
農政局中信平二
期農業水利事業
所長　江上　博司

長野県松本市大
字島立2167-5

平成26年10月15日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

-
個人情報非公
表

- -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うもので、工事に必要となる契約であ
り、場所及び契約相手方が特定されるもので
あるため、随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

平成27年度以降も競争性のない随意契約とならざるを得ないもの

番号 契約名称及び内容

契約担当官等

契約締結日

契約の相手方 随意契約による
こととした会計法
令の根拠条文及
び理由

落札率
再就職
の役員
の数

競争性のない随意契約によらざるを得ない理
由

随意契約によ
らざるを得ない
場合とした財務
大臣通知上の
根拠区分

備　　考

名称 所在地 商号又は名称 住所

契約金額予定価格



番号 契約名称及び内容

契約担当官等

契約締結日

契約の相手方 随意契約による
こととした会計法
令の根拠条文及
び理由

落札率
再就職
の役員
の数

競争性のない随意契約によらざるを得ない理
由

随意契約によ
らざるを得ない
場合とした財務
大臣通知上の
根拠区分

備　　考

名称 所在地 商号又は名称 住所

契約金額予定価格

8
中信平二期農業水利事業　梓川左岸
幹線の地上権変更に係る対価補償金
一式

分任支出負担行
為担当官　関東
農政局中信平二
期農業水利事業
所長　江上　博司

長野県松本市大
字島立2167-5

平成26年10月15日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

-
個人情報非公
表

- -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うもので、工事に必要となる契約であ
り、場所及び契約相手方が特定されるもので
あるため、随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

9
中信平二期農業水利事業　梓川左岸
幹線の地上権変更に係る対価補償金
一式

分任支出負担行
為担当官　関東
農政局中信平二
期農業水利事業
所長　江上　博司

長野県松本市大
字島立2167-5

平成26年10月15日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

-
個人情報非公
表

- -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うもので、工事に必要となる契約であ
り、場所及び契約相手方が特定されるもので
あるため、随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

10

北総中央農業水利事業　鹿島川末端
用水路その1工事に係る電気工作物移
転補償金
一式

分任支出負担行
為担当官　関東
農政局北総中央
農業水利事業所
長　野道　彰一

千葉県八街市八
街に456-1

平成26年10月16日
東京電力株式会
社成田支社

千葉県成田市花
崎町822-1

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うもので、工事に必要となる契約であ
り、場所及び契約相手方が特定されるもので
あるため、随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

11
中信平二期農業水利事業　右岸幹線
の区分地上権設定に係る対価補償金
一式

分任支出負担行
為担当官　関東
農政局中信平二
期農業水利事業
所長　江上　博司

長野県松本市大
字島立2167-5

平成26年10月17日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

-
個人情報非公
表

- -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うもので、工事に必要となる契約であ
り、場所及び契約相手方が特定されるもので
あるため、随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

12
北総中央農業水利事業　末端加圧機
場工事（四区他）に係る土地取得代金
一式

分任支出負担行
為担当官　関東
農政局北総中央
農業水利事業所
長　野道　彰一

千葉県八街市八
街に456-1

平成26年10月20日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

-
個人情報非公
表

- -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うもので、工事に必要となる契約であ
り、場所及び契約相手方が特定されるもので
あるため、随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

13

北総中央農業水利事業　鹿島川末端
用水路その2工事に係る土地使用補償
金
一式

分任支出負担行
為担当官　関東
農政局北総中央
農業水利事業所
長　野道　彰一

千葉県八街市八
街に456-1

平成26年10月29日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

-
個人情報非公
表

- -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うもので、工事に必要となる契約であ
り、場所及び契約相手方が特定されるもので
あるため、随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

14
印旛沼二期農業水利事業吉高機場建
設工事に係る土地売買代金
一式

支出負担行為担
当官　関東農政
局長　末松　広行

埼玉県さいたま
市中央区新都心
2-1さいたま新都
心合同庁舎2号
館

平成26年10月27日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

-
個人情報非公
表

- -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うもので、工事に必要となる契約であ
り、場所及び契約相手方が特定されるもので
あるため、随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

15
荒又排水路（高波工区）その２～その３
工事の施行に伴う支障電気通信設備
の移設補償　一件

分任支出負担行
為担当官　北陸
農政局庄川左岸
農地防災事業所
長　大羽　泉

富山県砺波市幸
町8番20号

平成26年10月2日
西日本電信電話
株式会社富山支
店

富山県富山市東
田地方町1-1-30

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約相
手方が特定されるため

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-



番号 契約名称及び内容

契約担当官等

契約締結日

契約の相手方 随意契約による
こととした会計法
令の根拠条文及
び理由

落札率
再就職
の役員
の数

競争性のない随意契約によらざるを得ない理
由

随意契約によ
らざるを得ない
場合とした財務
大臣通知上の
根拠区分

備　　考

名称 所在地 商号又は名称 住所

契約金額予定価格

16
岸渡排水路（林工区）その７工事及びそ
の８工事の施行に伴う支障上水道管の
移設補償　一件

分任支出負担行
為担当官　北陸
農政局庄川左岸
農地防災事業所
長　大羽　泉

富山県砺波市幸
町8番20号

平成26年10月2日 砺波市水道事業
富山県砺波市栄
町7番3号

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約相
手方が特定されるため

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

17
岸渡排水路（林工区）その２工事の施
行に伴う支障電気工作物の移設補償
一件

分任支出負担行
為担当官　北陸
農政局庄川左岸
農地防災事業所
長　大羽　泉

富山県砺波市幸
町8番20号

平成26年10月8日
北陸電力株式会
社となみ野営業
所

富山県南砺市苗
島4898

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約相
手方が特定されるため

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

18
岸渡排水路（林工区）その２工事の施
行に伴う支障電気通信設備の移設補
償　一件

分任支出負担行
為担当官　北陸
農政局庄川左岸
農地防災事業所
長　大羽　泉

富山県砺波市幸
町8番20号

平成26年10月9日
西日本電信電話
株式会社富山支
店

富山県富山市東
田地方町1-1-30

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約相
手方が特定されるため

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

19 高濃度ＰＣＢ廃棄物処分業務　1式

分任支出負担行
為担当官　北陸
農政局新川流域
農業水利事業所
長　相澤　顕之

新潟県新潟市西
蒲区巻甲5488

平成26年10月14日
日本環境安全事
業株式会社北海
道事業所

北海道室蘭市仲
町14番地7

会計法第29条の
3第4項(法令等
の規定)

- 5,510,000 - -

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推
進に関する特別措置法に基づく適正な処理
が必要となる契約であり、履行場所及び契約
相手方が特定されるため。

1(2)①ｲ(ｲ) -

20
高椋新江２号用水路工事に伴う用地取
得

支出負担行為担
当官　北陸農政
局長　雜賀　幸哉

石川県金沢市広
坂2-2-60

平成26年10月16日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に伴う権利の取得に関して
契約を行うものであり、工事に必要となる土
地等の権利者との契約であり、場所及び契約
相手方が特定されるため

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

21
大和紀伊平野農業水利事業（二期）曽
我川線（団体営曽我川工区百済線）改
修工事に伴う土地使用補償契約

分任支出負担行
為担当官　近畿
農政局大和紀伊
平野農業水利事
務所長　尾崎　明
久

奈良県橿原市城
殿町459番地

平成26年10月1日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に伴う土地使用に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約の
相手方が特定されており、競争が許されない
ため、随意契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

22
大和紀伊平野農業水利事業（二期）曽
我川線（団体営曽我川工区百済線）改
修工事に伴う土地使用補償契約

分任支出負担行
為担当官　近畿
農政局大和紀伊
平野農業水利事
務所長　尾崎　明
久

奈良県橿原市城
殿町459番地

平成26年10月1日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に伴う土地使用に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約の
相手方が特定されており、競争が許されない
ため、随意契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

23
大和紀伊平野農業水利事業（二期）団
体営飛鳥１工区飛鳥１号幹線その２改
修工事に伴う土地使用補償契約

分任支出負担行
為担当官　近畿
農政局大和紀伊
平野農業水利事
務所長　尾崎　明
久

奈良県橿原市城
殿町459番地

平成26年10月1日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に伴う土地使用に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約の
相手方が特定されており、競争が許されない
ため、随意契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-
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24

大和紀伊平野農業水利事業（二期）紀
の川左岸支線水路（満屋水路）改修工
事も施工に伴う電気配線設備の移設補
償契約

分任支出負担行
為担当官　近畿
農政局大和紀伊
平野農業水利事
務所長　尾崎　明
久

奈良県橿原市城
殿町459番地

平成26年10月8日
関西電力株式会
社和歌山営業所

和歌山県和歌山
市岡山丁４０

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に起因し、不可避的に生ず
る損害に関して契約を行うものであり、工事
に起因して損害等を受ける権利者との契約で
あり、場所及び契約相手方が特定されるた
め、随意契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

25
大和紀伊平野農業水利事業（二期）紀
の川左岸支線水路（宮井水路）その４
改修工事に伴う土地使用補償契約

分任支出負担行
為担当官　近畿
農政局大和紀伊
平野農業水利事
務所長　尾崎　明
久

奈良県橿原市城
殿町459番地

平成26年10月9日
和歌山東警察署
マイカークラブ

和歌山県和歌山
市栗栖６８６－７

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に伴う土地使用に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約の
相手方が特定されており、競争が許されない
ため、随意契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

26
大和紀伊平野農業水利事業（二期）団
体営曽我川工区曽我川右岸線その３
改修工事に伴う土地使用補償契約

分任支出負担行
為担当官　近畿
農政局大和紀伊
平野農業水利事
務所長　尾崎　明
久

奈良県橿原市城
殿町459番地

平成26年10月10日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に伴う土地使用に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約の
相手方が特定されており、競争が許されない
ため、随意契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

27
大和紀伊平野農業水利事業（二期）団
体営曽我川工区曽我川右岸線その３
改修工事に伴う土地使用等補償

分任支出負担行
為担当官　近畿
農政局大和紀伊
平野農業水利事
務所長　尾崎　明
久

奈良県橿原市城
殿町459番地

平成26年10月10日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に伴う土地使用に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約の
相手方が特定されており、競争が許されない
ため、随意契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

28
大和紀伊平野農業水利事業（二期）県
営御所工区幹線Ⅱ工区その５改修工
事に伴う土地使用補償契約

分任支出負担行
為担当官　近畿
農政局大和紀伊
平野農業水利事
務所長　尾崎　明
久

奈良県橿原市城
殿町459番地

平成26年10月15日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に伴う土地使用に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約の
相手方が特定されており、競争が許されない
ため、随意契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

29
大和紀伊平野農業水利事業（二期）県
営初瀬川線（１号幹線その１４）改修工
事に伴う損失補償契約

分任支出負担行
為担当官　近畿
農政局大和紀伊
平野農業水利事
務所長　尾崎　明
久

奈良県橿原市城
殿町459番地

平成26年10月15日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に起因し、不可避的に生ず
る損害に関して契約を行うものであり、工事
に起因して損害等を受ける権利者との契約で
あり、場所及び契約相手方が特定されるた
め、随意契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

30
大和紀伊平野農業水利事業（二期）県
営初瀬川線（１号幹線その１４）改修工
事に伴う損失補償契約

分任支出負担行
為担当官　近畿
農政局大和紀伊
平野農業水利事
務所長　尾崎　明
久

奈良県橿原市城
殿町459番地

平成26年10月15日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に起因し、不可避的に生ず
る損害に関して契約を行うものであり、工事
に起因して損害等を受ける権利者との契約で
あり、場所及び契約相手方が特定されるた
め、随意契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

31
大和紀伊平野農業水利事業（二期）県
営初瀬川線（１号幹線その１４）改修工
事に伴う損失補償契約

分任支出負担行
為担当官　近畿
農政局大和紀伊
平野農業水利事
務所長　尾崎　明
久

奈良県橿原市城
殿町459番地

平成26年10月15日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に起因し、不可避的に生ず
る損害に関して契約を行うものであり、工事
に起因して損害等を受ける権利者との契約で
あり、場所及び契約相手方が特定されるた
め、随意契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-
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32
大和紀伊平野農業水利事業（一期）国
営西部幹線水路馬見サイホン旧管撤
去その２工事に伴う土地使用補償

分任支出負担行
為担当官　近畿
農政局大和紀伊
平野農業水利事
務所長　尾崎　明
久

奈良県橿原市城
殿町459番地

平成26年10月29日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に伴う土地使用に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約の
相手方が特定されており、競争が許されない
ため、随意契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

33
７～９月分事務所維持管理費（大和紀
伊平野）

分任支出負担行
為担当官　近畿
農政局大和紀伊
平野農業水利事
務所長　尾崎　明
久

奈良県橿原市城
殿町459番地

平成26年10月31日
大和平野土地改
良区

奈良県橿原市城
殿町459番地

会計法第29条の
3第4項(賃貸借
契約)

2,121,131 2,121,131 100.0% -

当該場所でなければ行政事務を行うことが不
可能であることから場所が限定され、供給者
が一に特定される賃貸借に付随する分担金
であるため随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛ(付随す
るもの)

-

34
吉野川下流域農地防災事業北部幹線
水路（矢武工区）15号分水施設その1工
事に伴う土地売買代金

分任支出負担行
為担当官中国四
国農政局四国東
部農地防災事務
所長　本間 泰造

徳島県板野郡板
野町川端字庄境
2-1

平成26年10月1日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施工に伴う権利の取得に関して
契約を行うものであり、工事に必要となる土
地等の権利者との契約であり、場所及び契約
相手方が特定されるものであるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

35
吉野川下流域農地防災事業北部幹線
水路（松村工区その3）工事に係る補償
代金

分任支出負担行
為担当官中国四
国農政局四国東
部農地防災事務
所長　本間 泰造

徳島県板野郡板
野町川端字庄境
2-1

平成26年10月2日
西日本電信電話
株式会社徳島支
店

徳島県徳島市西
大工町2-5-1

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施工に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約相
手方が特定されるものであるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

36
吉野川下流域農地防災事業北部幹線
水路（松村工区）その5・その6工事に伴
う土地売買代金

分任支出負担行
為担当官中国四
国農政局四国東
部農地防災事務
所長　本間 泰造

徳島県板野郡板
野町川端字庄境
2-1

平成26年10月6日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施工に伴う権利の取得に関して
契約を行うものであり、工事に必要となる土
地等の権利者との契約であり、場所及び契約
相手方が特定されるものであるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

37
吉野川下流域農地防災事業北部幹線
水路（松村工区）その5・その6工事に係
る土地売買代金

支出負担行為担
当官　中国四国
農政局長　仲家
修一

岡山県岡山市北
区下石井1-4-1

平成26年10月8日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施工に伴う権利の取得に関して
契約を行うものであり、工事に必要となる土
地等の権利者との契約であり、場所及び契約
相手方が特定されるものであるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

38
吉野川下流域農地防災事業北部幹線
水路（松村工区）その5・その6工事に伴
う土地売買代金

分任支出負担行
為担当官中国四
国農政局四国東
部農地防災事務
所長　本間 泰造

徳島県板野郡板
野町川端字庄境
2-1

平成26年10月9日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施工に伴う権利の取得に関して
契約を行うものであり、工事に必要となる土
地等の権利者との契約であり、場所及び契約
相手方が特定されるものであるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

39
吉野川下流域農地防災事業北部幹線
水路（松村工区）22-2号分水施設その2
工事に係る補償代金

分任支出負担行
為担当官中国四
国農政局四国東
部農地防災事務
所長　本間 泰造

徳島県板野郡板
野町川端字庄境
2-1

平成26年10月10日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施工に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約相
手方が特定されるものであるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-



番号 契約名称及び内容

契約担当官等

契約締結日

契約の相手方 随意契約による
こととした会計法
令の根拠条文及
び理由

落札率
再就職
の役員
の数

競争性のない随意契約によらざるを得ない理
由

随意契約によ
らざるを得ない
場合とした財務
大臣通知上の
根拠区分

備　　考

名称 所在地 商号又は名称 住所

契約金額予定価格

40
吉野川下流域農地防災事業北部幹線
水路（松村工区）その6工事に係る補償
代金

分任支出負担行
為担当官中国四
国農政局四国東
部農地防災事務
所長　本間 泰造

徳島県板野郡板
野町川端字庄境
2-1

平成26年10月10日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施工に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約相
手方が特定されるものであるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

41
吉野川下流域農地防災事業北部幹線
水路（川端・桧工区）建設工事に係る土
地売買代金

分任支出負担行
為担当官中国四
国農政局四国東
部農地防災事務
所長　本間 泰造

徳島県板野郡板
野町川端字庄境
2-1

平成26年10月15日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施工に伴う権利の取得に関して
契約を行うものであり、工事に必要となる土
地等の権利者との契約であり、場所及び契約
相手方が特定されるものであるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

42
吉野川下流域農地防災事業平成26年
度国営分水工別受益面積整理委託(そ
の2)業務

分任支出負担行
為担当官中国四
国農政局四国東
部農地防災事務
所長　本間 泰造

徳島県板野郡板
野町川端字庄境
2-1

平成26年10月20日
吉野川下流域土
地改良区

徳島県板野郡上
板町高瀬字宮ノ
本250-22

会計法第29条の
3第4項(特定情
報)

2,710,800 2,710,800 100.0% -

本委託業務は、土地改良区が所有し、土地
改良法29条第4項の規定により、組合員及び
事業に利害関係のある者以外には開示でき
ないこととなっている土地原簿のデータを用
いる必要があり、契約の相手方が一に定めら
れているため。

1(2)①ﾆ(ﾍ) -

43
吉野川下流域農地防災事業北部幹線
水路（川端・桧工区）建設工事に係る区
分地上権設定代金

分任支出負担行
為担当官中国四
国農政局四国東
部農地防災事務
所長　本間 泰造

徳島県板野郡板
野町川端字庄境
2-1

平成26年10月30日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施工に伴う権利の取得に関して
契約を行うものであり、工事に必要となる土
地等の権利者との契約であり、場所及び契約
相手方が特定されるものであるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

44

筑後川下流左岸農地防災事業昭代5号
線（南浜武工区）工事に伴う電気通信
設備移転等工事補償
電気工作物移設　1式

分任支出負担行
為担当官　九州
農政局筑後川下
流左岸農地防災
事業所長　後田
靖広

福岡県久留米市
津福今町472-31

平成26年10月7日
西日本電信電話
株式会社福岡支
店

福岡県福岡市博
多区博多駅東3-
2-28

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定さ
れるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

45

筑後川下流左岸農地防災事業中木室2
号線（絵下古賀工区）工事に伴う電気
工作物移設補償
電気工作物移設　1式

分任支出負担行
為担当官　九州
農政局筑後川下
流左岸農地防災
事業所長　後田
靖広

福岡県久留米市
津福今町472-31

平成26年10月8日

九州電力株式会
社福岡お客さま
センター久留米
営業所

福岡県久留米市
原古賀町30-6

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定さ
れるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

46

筑後川下流左岸農地防災事業昭代1-1
号線（北古賀工区）工事に伴う電気工
作物移設補償
電気工作物移設　1式

分任支出負担行
為担当官　九州
農政局筑後川下
流左岸農地防災
事業所長　後田
靖広

福岡県久留米市
津福今町472-31

平成26年10月8日

九州電力株式会
社福岡お客さま
センター久留米
営業所

福岡県久留米市
原古賀町30-6

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定さ
れるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

47

筑後川下流左岸農地防災事業中木室2
号線他（上木佐木工区）工事に伴う電
気工作物移設補償
電気工作物移設　1式

分任支出負担行
為担当官　九州
農政局筑後川下
流左岸農地防災
事業所長　後田
靖広

福岡県久留米市
津福今町472-31

平成26年10月8日

九州電力株式会
社福岡お客さま
センター久留米
営業所

福岡県久留米市
原古賀町30-6

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定さ
れるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-



番号 契約名称及び内容

契約担当官等

契約締結日

契約の相手方 随意契約による
こととした会計法
令の根拠条文及
び理由

落札率
再就職
の役員
の数

競争性のない随意契約によらざるを得ない理
由

随意契約によ
らざるを得ない
場合とした財務
大臣通知上の
根拠区分

備　　考

名称 所在地 商号又は名称 住所

契約金額予定価格

48

筑後川下流左岸農地防災事業中木室1
号線（蛭池工区）工事に伴う電気工作
物移設補償
電気工作物移設　1式

分任支出負担行
為担当官　九州
農政局筑後川下
流左岸農地防災
事業所長　後田
靖広

福岡県久留米市
津福今町472-31

平成26年10月8日

九州電力株式会
社福岡お客さま
センター久留米
営業所

福岡県久留米市
原古賀町30-6

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定さ
れるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

49

筑後川下流農業水利事業幹線水路佐
賀西部高域線寺浦川横断工事に係る
土地売買代金
田 315㎡

分任支出負担行
為担当官　九州
農政局筑後川下
流農業水利事務
所長　上潟口芳
隆

福岡県久留米市
津福今町472-31

平成26年10月9日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定さ
れるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

50

筑後川下流左岸農地防災事業田川城
島1号線（江上本工区）工事に伴う電気
工作物移設補償
電気工作物移設　1式

分任支出負担行
為担当官　九州
農政局筑後川下
流左岸農地防災
事業所長　後田
靖広

福岡県久留米市
津福今町472-31

平成26年10月10日

九州電力株式会
社福岡お客さま
センター久留米
営業所

福岡県久留米市
原古賀町30-6

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定さ
れるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

51

西諸（二期）農業水利事業小林えびの
幹線水路工事に伴う電気工作物移設
補償
電気工作物移設　1式

分任支出負担行
為担当官　九州
農政局西諸農業
水利事業所長
橋本　晃

宮崎県小林市堤
3020-5

平成26年10月23日
九州電力株式会
社都城営業所

宮崎県都城市姫
城町33-5

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定さ
れるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

52

肝属中部（二期）農業水利事業4号水管
橋工事に伴う電気工作物移転工事補
償金
電柱移設　1式

分任支出負担行
為担当官　九州
農政局肝属中部
農業水利事業所
長　丹羽啓文

鹿児島県鹿屋市
新川町597

平成26年10月23日
九州電力株式会
社鹿屋営業所長

鹿児島県鹿屋市
札元2-3792-5

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定さ
れるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

53

筑後川下流左岸農地防災事業下久末
線（永田開工区）工事に伴う電気工作
物移設補償
電気工作物移設　1式

分任支出負担行
為担当官　九州
農政局筑後川下
流左岸農地防災
事業所長　後田
靖広

福岡県久留米市
津福今町472-31

平成26年10月28日
九州電力株式会
社大牟田営業所

福岡県大牟田市
不知火町2-9-20

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定さ
れるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

54

平成25年度筑後川下流右岸農地防災
事業徳富線（本告牟田工区）工事に伴
う電気工作物移設補償
電気工作物移設　1式

分任支出負担行
為担当官　九州
農政局筑後川下
流右岸農地防災
事業所長　利根
基文

佐賀県神埼市千
代田町直鳥166-
1

平成26年10月28日
九州電力株式会
社佐賀営業所

佐賀県佐賀市神
野東2-3-6

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定さ
れるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

55

筑後川下流左岸農地防災事業岩神線
他（垂見工区）工事に伴う電気工作物
移設補償
電気工作物移設　1式

分任支出負担行
為担当官　九州
農政局筑後川下
流左岸農地防災
事業所長　後田
靖広

福岡県久留米市
津福今町472-31

平成26年10月29日
九州電力株式会
社大牟田営業所

福岡県大牟田市
不知火町2-9-20

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定さ
れるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-



番号 契約名称及び内容

契約担当官等

契約締結日

契約の相手方 随意契約による
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契約金額予定価格

56

筑後川下流左岸農地防災事業西浜武
線（吉原工区）工事に伴う電気工作物
移設補償
電気工作物移設　1式

分任支出負担行
為担当官　九州
農政局筑後川下
流左岸農地防災
事業所長　後田
靖広

福岡県久留米市
津福今町472-31

平成26年10月31日
九州電力株式会
社大牟田営業所

福岡県大牟田市
不知火町2-9-20

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定さ
れるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

57

筑後川下流左岸農地防災事業中木室1
号線（上八院工区）工事に伴う電気通
信工作物移設補償
電気通信工作物移設　1式

分任支出負担行
為担当官　九州
農政局筑後川下
流左岸農地防災
事業所長　後田
靖広

福岡県久留米市
津福今町472-31

平成26年10月31日 大木町
福岡県三潴郡大
木町大字八町牟
田255-1

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定さ
れるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

58

筑後川下流左岸農地防災事業中木室1
号線（蛭池工区）工事に伴う電気通信
工作物移設補償
電気通信工作物移設　1式

分任支出負担行
為担当官　九州
農政局筑後川下
流左岸農地防災
事業所長　後田
靖広

福岡県久留米市
津福今町472-31

平成26年10月31日 大木町
福岡県三潴郡大
木町大字八町牟
田255-1

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定さ
れるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

59
筑後川下流左岸農地防災事業中木室1
号線（上八院工区）工事に伴う電気工
作物移設補償

支出負担行為担
当官　九州農政
局長　井上　明

熊本県熊本市西
区春日2-10-1

平成26年10月31日

九州電力株式会
社福岡お客さま
センター久留米
営業所

福岡県久留米市
原古賀町30-6

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定さ
れるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

60

筑後川下流農業水利事業多久導水路
（古賀一区下流工区）工事に伴う電気
工作物移設等工事補償金
工作物移転外 一式

分任支出負担行
為担当官　九州
農政局筑後川下
流農業水利事務
所長　上潟口芳
隆

福岡県久留米市
津福今町472-31

平成26年10月16日
九州電力株式会
社佐賀営業所

佐賀県佐賀市神
野東2-3-6

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定さ
れるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

61
植物防疫所行政情報システムのオペ
レーティングシステムの更新業務に係
るデータセンター作業一式請負契約

支出負担行為担
当官横浜植物防
疫所長
小野仁

神奈川県横浜市
中区北仲通5-57

平成26年10月21日
株式会社インテッ
ク公共ソリュー
ション営業部

東京都江東区新
砂1-3-3

予決令第102条
の4第4号ｲ(有利
随意契約)

- 2,268,000 - -
システムのＯＳ更新業務については、現在
データセンター運用・保守を請け負っている業
者しか行うことのできない業務であるため

1(2)③ﾛ -

62
ミカンコミバエ種群の植物検疫処理に
関する専門家会議に係る資料作成業
務

支出負担行為担
当官　農林水産
省大臣官房経理
課長　長田　朋二

東京都千代田区
霞が関1-2-1

平成26年11月21日
FAO　IPPC事務
局

VIALE DELLE
TERME DI
CARACALLA,001
00,ROME,ITALY

会計法第29条の
3第4項(特定情
報)

- 1,940,000 - -
契約の相手先（IPPC事務局）がFAOの規定で
定められているため。

1(2)①ﾆ(ﾍ) -

63
気候変動枠組条約第20回締約国会議
（COP20）等に係る会場内作業部屋の
借上げ

支出負担行為担
当官　農林水産
省大臣官房経理
課長　長田　朋二

東京都千代田区
霞が関1-2-1

平成26年11月25日 Stimulus　S.A

Av. Carlos
Villaran 140,  La
Victoria - Lima,
Peru

会計法第29条の
3第4項(特定情
報)

- 1,613,886 - -
議長国であるペルー政府の決定により、開催
会場の運営等についてはStimulus S.A 社が
行うこととなったため。

1(2)①ﾆ(ﾍ) -



番号 契約名称及び内容

契約担当官等

契約締結日

契約の相手方 随意契約による
こととした会計法
令の根拠条文及
び理由

落札率
再就職
の役員
の数

競争性のない随意契約によらざるを得ない理
由

随意契約によ
らざるを得ない
場合とした財務
大臣通知上の
根拠区分

備　　考

名称 所在地 商号又は名称 住所

契約金額予定価格

64
気候変動枠組条約第20回締約国会議
（COP20）等に係る備品の借上げ等業
務

支出負担行為担
当官　農林水産
省大臣官房経理
課長　長田　朋二

東京都千代田区
霞が関1-2-1

平成26年11月25日
MICKEY　TOUR
S.A.C

Av. Jose Galvez
Barrenechea 186,
San Isidro, Lima-
PERU

会計法第29条の
3第4項(特定情
報)

- 1,168,407 - -

現地において、必要備品を調達し、後日払い
が可能となる業者を探したところ、MICKEY
TOUR S.A.C社のみが履行可能であったた
め。

1(2)①ﾆ(ﾍ) -

65
仙台東災害復旧関連区画整理事業六
郷２ブロック区画整理（その２）電気工作
物移転補償金

分任支出負担行
為担当官　東北
農政局仙台東土
地改良建設事業
所長　赤倉正弘

宮城県仙台市宮
城野区五輪1-3-
20

平成26年11月13日
東北電力株式会
社宮城支店

宮城県仙台市青
葉区中央4-6-1

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業を施工する際の権利の取得及び損
失補償等に対して契約を行うものであり、工
事に必要となる土地等の権利者との契約とな
ることから、場所及び契約相手方が限定され
るものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

66

仙台東災害復旧関連区画整理事業六
郷２ブロック区画整理（その１）工事に係
る電気通信線路設備移転工事費用補
償金

分任支出負担行
為担当官　東北
農政局仙台東土
地改良建設事業
所長　赤倉正弘

宮城県仙台市宮
城野区五輪1-3-
20

平成26年11月17日
東日本電信電話
株式会社宮城事
業部

宮城県仙台市若
林区五橋3-2-1

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業を施工する際の権利の取得及び損
失補償等に対して契約を行うものであり、工
事に必要となる土地等の権利者との契約とな
ることから、場所及び契約相手方が限定され
るものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

67

仙台東災害復旧関連区画整理事業高
砂３ブロック区画整理工事（高第１支線
排水路の復旧工事）に係る電気工作物
移転補償金

分任支出負担行
為担当官　東北
農政局仙台東土
地改良建設事業
所長　赤倉正弘

宮城県仙台市宮
城野区五輪1-3-
20

平成26年11月27日
東北電力株式会
社宮城支店

宮城県仙台市青
葉区中央4-6-1

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業を施工する際の権利の取得及び損
失補償等に対して契約を行うものであり、工
事に必要となる土地等の権利者との契約とな
ることから、場所及び契約相手方が限定され
るものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

68
仙台東特定災害復旧事業大学堀排水
路復旧工事に係る費用負担に関する補
償金

分任支出負担行
為担当官　東北
農政局仙台東土
地改良建設事業
所長　赤倉正弘

宮城県仙台市宮
城野区五輪1-3-
20

平成26年11月28日 個人情報非公開 個人情報非公開
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業を施工する際の権利の取得及び損
失補償等に対して契約を行うものであり、工
事に必要となる土地等の権利者との契約とな
ることから、場所及び契約相手方が限定され
るものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

69
印旛沼二期農業水利事業吉高機場建
設工事に係る土地売買代金
一式

分任支出負担行
為担当官　関東
農政局印旛沼二
期農業水利事業
所長　中西　昭弘

千葉県佐倉市宮
小路町28

平成26年11月1日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

-
個人情報非公
表

- -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うもので、工事に必要となる契約であ
り、場所及び契約相手方が特定されるもので
あるため、随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

70
印旛沼二期農業水利事業吉高機場建
設工事に係る土地売買代金
一式

分任支出負担行
為担当官　関東
農政局印旛沼二
期農業水利事業
所長　中西　昭弘

千葉県佐倉市宮
小路町28

平成26年11月1日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

-
個人情報非公
表

- -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うもので、工事に必要となる契約であ
り、場所及び契約相手方が特定されるもので
あるため、随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

71
関東農政局水戸地域センターPCB廃棄
物処理業務
一式

分任支出負担行
為担当官　関東
農政局水戸地域
センター長　遠山
和治

茨城県水戸市北
見町1-9

平成26年11月7日
日本環境安全事
業株式会社北海
道事業所

北海道室蘭市仲
町14-7

会計法第29条の
3第4項(法令等
の規定)

- 5,775,840 - -

高濃度のPCB廃棄物については、ポリ塩化ビ
フェニル廃棄物の適正な処理の推進に関す
る特別措置法に基づく処理が必要であるが、
この処理を実施できる事業者は日本環境安
全事業(株)のみであり、地域ごとに処理事業
所がきまっているため。

1(2)①ｲ(ｲ) -



番号 契約名称及び内容

契約担当官等

契約締結日

契約の相手方 随意契約による
こととした会計法
令の根拠条文及
び理由

落札率
再就職
の役員
の数

競争性のない随意契約によらざるを得ない理
由

随意契約によ
らざるを得ない
場合とした財務
大臣通知上の
根拠区分

備　　考

名称 所在地 商号又は名称 住所

契約金額予定価格

72
東部幹線用水路付帯施設整備工事に
伴う電気通信設備移転等補償
一式

分任支出負担行
為担当官　関東
農政局両総農業
水利事業所長
播磨　宗治

千葉県東金市松
之郷2333

平成26年11月17日
東日本電信電話
株式会社千葉事
業部

千葉県千葉市美
浜区中瀬1-3

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うもので、工事に必要となる契約であ
り、場所及び契約相手方が特定されるもので
あるため、随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

73

北総中央農業水利事業　末端加圧機
場工事（六区その1）に係る土地売買契
約代金
一式

分任支出負担行
為担当官　関東
農政局北総中央
農業水利事業所
長　野道　彰一

千葉県八街市八
街に456-1

平成26年11月19日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

-
個人情報非公
表

- -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うもので、工事に必要となる契約であ
り、場所及び契約相手方が特定されるもので
あるため、随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

74

北総中央農業水利事業　末端加圧機
場工事（六区その1）に係る土地売買契
約代金
一式

分任支出負担行
為担当官　関東
農政局北総中央
農業水利事業所
長　野道　彰一

千葉県八街市八
街に456-1

平成26年11月19日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

-
個人情報非公
表

- -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うもので、工事に必要となる契約であ
り、場所及び契約相手方が特定されるもので
あるため、随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

75

北総中央農業水利事業　末端加圧機
場工事（六区その2）に係る土地売買契
約代金
一式

分任支出負担行
為担当官　関東
農政局北総中央
農業水利事業所
長　野道　彰一

千葉県八街市八
街に456-1

平成26年11月19日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

-
個人情報非公
表

- -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うもので、工事に必要となる契約であ
り、場所及び契約相手方が特定されるもので
あるため、随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

76

北総中央農業水利事業　鹿島川末端
用水路その2工事に係る電気通信設備
移転補償金
一式

分任支出負担行
為担当官　関東
農政局北総中央
農業水利事業所
長　野道　彰一

千葉県八街市八
街に456-1

平成26年11月19日
東日本電信電話
株式会社

千葉県千葉市美
浜区中瀬1-3

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に伴う補償に関して契約を
行うもので、工事に必要となる契約であり、場
所及び契約相手方が特定されるものであるた
め、随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

77
中信平二期農業水利事業　水利施設
他整備工事に係る土地取得代金
一式

分任支出負担行
為担当官　関東
農政局中信平二
期農業水利事業
所長　江上　博司

長野県松本市大
字島立2167-5

平成26年11月27日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

-
個人情報非公
表

- -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うもので、工事に必要となる契約であ
り、場所及び契約相手方が特定されるもので
あるため、随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

78
荒又排水路（高波工区）その１～その３
工事の施行に伴う支障上水道管の移
設補償　一式

分任支出負担行
為担当官　北陸
農政局庄川左岸
農地防災事業所
長　大羽　泉

富山県砺波市幸
町8番20号

平成26年11月10日 砺波市水道事業
富山県砺波市栄
町7番3号

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約相
手方が特定されるため

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

79
平成26年度東海農政局矢作川総合第
二期農地防災事業所庁舎賃貸借契約

分任支出負担行
為担当官　東海
農政局矢作川総
合第二期農地防
災事業所長　中
島　創

愛知県安城市大
東町22番16号

平成26年11月7日
明治用水土地改
良区

愛知県安城市大
東町22番16号

会計法第29条の
3第4項(賃貸借
契約)

- 3,785,102 - -

当該場所でなければ行政事務を行うことが不
可能であることから場所が限定され、供給者
が一に特定される賃貸借であるため随意契
約を行うものである。

1(2)①ﾛ -



番号 契約名称及び内容

契約担当官等

契約締結日

契約の相手方 随意契約による
こととした会計法
令の根拠条文及
び理由

落札率
再就職
の役員
の数

競争性のない随意契約によらざるを得ない理
由

随意契約によ
らざるを得ない
場合とした財務
大臣通知上の
根拠区分

備　　考

名称 所在地 商号又は名称 住所

契約金額予定価格

80
名古屋農林総合庁舎入退館管理シス
テム設定変更業務

支出負担行為担
当官　東海農政
局長　水間　史人

愛知県名古屋市
中区三の丸1-2-
2

平成26年11月26日
三菱電機株式会
社中部支社

愛知県名古屋市
西区牛島町6番1
号

会計法第29条の
3第4項(特定情
報)

- 1,468,800 - -

入退館管理システムのプログラム改修・設定
変更は、既存システムの開発・設計に係る要
素であり、同システムは三菱電機が開発・設
置・保守を行っていることから、同社以外の業
者がプログラム改修・設定変更を行うことは、
技術的に不可能であるため

1(2)①ﾆ(ﾍ) -

81

平成26年度土地改良法第89条の2及び
同法施行令第51条の2の規定に基づく
国営亀岡中部土地改良事業の換地処
分等の委託業務

支出負担行為担
当官　近畿農政
局長　曾根則人

京都府京都市上
京区西洞院通り
下長者町下ル丁
子風呂町

平成26年11月12日 京都府知事
京都府京都市上
京区下立売通新
町西入藪ノ内町

会計法第29条の
3第4項(法令等
の規定)

16,060,000 16,060,000 100.0% -
土地改良法第89条の2及び同法施行令51条
の2の規定により契約の相手方が都道府県
知事と定められているため

1(2)①ｲ(ｲ) -

82
大和紀伊平野農業水利事業（二期）県
営初瀬川線（1号幹線その１４）改修工
事に伴う損失補償契約

分任支出負担行
為担当官　近畿
農政局大和紀伊
平野農業水利事
務所長　尾崎　明
久

奈良県橿原市城
殿町459番地

平成26年11月21日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に起因し、不可避的に生ず
る損害に関して契約を行うものであり、工事
に起因して損害等を受ける権利者との契約で
あり、場所及び契約相手方が特定されるた
め、随意契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

83
斐伊川沿岸農業水利事業　国富幹線
用水路工事（その5、その6）に伴う支障
電線路移転代金

分任支出負担行
為担当官　中国
四国農政局斐伊
川沿岸農業水利
事業所長　稲森
幹八

島根県出雲市斐
川町荘原105

平成26年11月4日
中国電力株式会
社出雲営業所

島根県出雲市小
山町225

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施工に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約相
手方が特定されるものであるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

84
斐伊川沿岸農業水利事業　右岸配水
路その7-2工事に係る補償代金

分任支出負担行
為担当官　中国
四国農政局斐伊
川沿岸農業水利
事業所長　稲森
幹八

島根県出雲市斐
川町荘原105

平成26年11月5日
斐川宍道水道企
業団

島根県出雲市斐
川町上庄原
1749-1

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施工に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約相
手方が特定されるものであるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

85
旧福岡食糧事務所門司倉庫保管の
PCB廃棄物処理業務

支出負担行為担
当官　九州農政
局長　井上　明

熊本県熊本市西
区春日２－１０－
１

平成26年11月5日
日本環境安全事
業株式会社北九
州事業所

福岡県北九州市
若松区響町１－６
２－２４

会計法第29条の
3第4項(法令等
の規定)

11,884,320 11,884,320 100.0% -

高濃度のPCB廃棄物については、ポリ塩化ビ
フェニル廃棄物の適正な処理の推進に関す
る特別措置法に基づく処理が必要であり、こ
の処理を実施できる事業者は日本環境安全
事業(株)のみであり、地域ごとに処理事業所
が決められているため。

1(2)①ｲ(ｲ) -

86
縄文杉展望台解体撤去資材運搬業務
一式

支出負担行為担
当官
九州森林管理局
長
川端省三

熊本県熊本市西
区京町本丁2-7

平成26年11月28日
朝日航洋株式会
社

東京都江東区新
木場4-7-41

予決令第102条
の4第4号ﾛ(有利
随意契約)

- 1,620,000 - -

平成26年3月の縄文杉展望台解体撤去工事
に伴う解体撤去資材を林外へヘリコプターで
運搬搬出するため、現在、屋久島森林管理
署長と製品生産請負事業を契約している請
負者が使用しているヘリコプターを使用するこ
とが有利なため。

1(2)③ﾛ -

87

国営日野川地区（近江鉄道本線日野駅
～水口松尾駅間）別所幹線用水路改修
工事
滋賀県蒲生郡日野町内池地内
平成26年11月7日～平成27年3月10日
土木一式工事

支出負担行為担
当官　近畿農政
局長　曾根　則人

京都府京都市上
京区西洞院通り
下長者町下ル丁
子風呂町

平成26年11月7日
近江鉄道株式会
社

滋賀県彦根市大
東町３番１号

会計法第29条の
3第4項(法令等
の規定)

55,231,200 55,231,200 100.0% -

　本工事は「都市部鉄道構造物の近接施工
マニュアル」に基づき制限範囲（Ⅲ）と判定さ
れる箇所で行なう工事に該当し、鉄道施設へ
の影響が大きく、鉄道施設に対する安全管理
等を施しながら施工しなければならない。そ
のため、鉄道事業法に基づく「安全管理規
程」による責務は鉄道事業者に対してのみに
認められており、その責務を有する者の管理
が必要であり、契約の性質が競争を許さない
ため随意契約を行う。

1(2)①ｲ(ｲ) -

88

林道災害調査業務（青井嶽59林道外）
宮崎県北諸県郡三股町
平成26年11月5日～平成26年11月28日
測量設計

支出負担行為担
当官
九州森林管理局
長
川端省三

熊本県熊本市西
区京町本丁2-7

平成26年11月4日
一般社団法人宮
崎県治山林道協
会

宮崎県宮崎市宮
田町10-28

会計法第29条の
3第4項(緊急随
意契約)

1,061,640 972,000 91.5% -

平成26年10月12日～13日の台風19号豪雨に
より、国有林内林道において路体流出や路肩
崩壊が発生し、このままでは更に崩壊が進み
下流域に被害を及ぼすため早急に災害調査
を行い復旧する必要があるため。

1(2)③ｲ -



番号 契約名称及び内容

契約担当官等

契約締結日

契約の相手方 随意契約による
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契約金額予定価格

89
農産物貿易政策に関する情報提供業
務

支出負担行為担
当官　農林水産
省大臣官房経理
課長　長田　朋二

東京都千代田区
霞が関1-2-1

平成26年12月19日
DTB　アソシエイ
ツ社

1700
PENNSYLVANIA
AVE,NW,SUITE
200
WASHINGTON
DC 20006

会計法第29条の
3第4項(特定情
報)

- 1,261,000 - -
農産物貿易政策の詳細な内容や動向等の情
報について、正確かつ迅速に提供できるのは
同社しかいないため。

1(2)①ﾆ(ﾍ) -

90 農業政策に関する情報提供業務

支出負担行為担
当官　農林水産
省大臣官房経理
課長　長田　朋二

東京都千代田区
霞が関1-2-1

平成26年12月19日
フェガー・BD・コン
サルティング社

1050 K STREET
NW,SUITE 400
WASHINGTON
DC 20001-448

会計法第29条の
3第4項(特定情
報)

- 1,261,000 - -
農業政策の詳細な内容や動向等の情報につ
いて、正確かつ迅速に提供できるのは同社し
かいないため。

1(2)①ﾆ(ﾍ) -

91
農業政策に影響を与える政治・経済・貿
易の動向等に関する情報提供業務

支出負担行為担
当官　農林水産
省大臣官房経理
課長　長田　朋二

東京都千代田区
霞が関1-2-1

平成26年12月19日
ワシントン・リサー
チ・アナリシス社

1730 RHODE
ISLAND AVE．
NW,SUITE 715
WASHINGTON
DC20036

会計法第29条の
3第4項(特定情
報)

- 1,358,000 - -
農業政策に影響を与える政治・経済・貿易の
詳細な内容や動向等について、正確かつ迅
速に提供できるのは同社しかいないため。

1(2)①ﾆ(ﾍ) -

92
和賀中央農業水利事業　中央幹線放
水路（その１）（その２）工事に伴う水道
施設移設補償金

分任支出負担行
為担当官東北農
政局和賀中央農
業水利事業所長
小野寺悟

岩手県北上市鍛
冶町一丁目１１－
５８

平成26年12月3日
岩手中部水道企
業団

岩手県花巻市葛
第3地割183-1

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業を施工する際の権利の取得及び損
失補償等に対して契約を行うものであり、工
事に必要となる土地等の権利者との契約とな
ることから、場所及び契約相手方が限定され
るものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

93
平成26年度仙台東災害復旧関連区画
整理事業六郷3-1ブロック発掘調査委
託

分任支出負担行
為担当官　東北
農政局仙台東土
地改良建設事業
所長　赤倉正弘

宮城県仙台市宮
城野区五輪1-3-
20

平成26年12月4日
仙台市教育委員
会教育長

宮城県仙台市青
葉区一番町4-1-
25

会計法第29条の
3第4項(法令等
の規定)

- 1,192,800 - -
本調査は、埋蔵文化財の発掘調査を行うもの
であり、文化財保護法第94条により、契約の
相手方が特定されているものである。

1(2)①ｲ(ｲ) -

94
仙台東災害復旧関連区画整理事業六
郷２ブロック区画整理（その１）工事に係
る電気工作物移転補償金

分任支出負担行
為担当官　東北
農政局仙台東土
地改良建設事業
所長　赤倉正弘

宮城県仙台市宮
城野区五輪1-3-
20

平成26年12月10日
東北電力株式会
社宮城支店

宮城県仙台市青
葉区中央4-6-1

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業を施工する際の権利の取得及び損
失補償等に対して契約を行うものであり、工
事に必要となる土地等の権利者との契約とな
ることから、場所及び契約相手方が限定され
るものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

95
仙台東災害復旧関連区画整理事業六
郷２ブロック区画整理（その１）工事に係
る電気工作物移転補償金

分任支出負担行
為担当官　東北
農政局仙台東土
地改良建設事業
所長　赤倉正弘

宮城県仙台市宮
城野区五輪1-3-
20

平成26年12月10日
東北電力株式会
社宮城支店

宮城県仙台市青
葉区中央4-6-1

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業を施工する際の権利の取得及び損
失補償等に対して契約を行うものであり、工
事に必要となる土地等の権利者との契約とな
ることから、場所及び契約相手方が限定され
るものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

96
仙台東災害復旧関連区画整理事業七
郷４－１ブロック区画整理（その１）工事
に係る電気工作物移転補償金

分任支出負担行
為担当官　東北
農政局仙台東土
地改良建設事業
所長　赤倉正弘

宮城県仙台市宮
城野区五輪1-3-
20

平成26年12月11日
東北電力株式会
社宮城支店

宮城県仙台市青
葉区中央4-6-1

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業を施工する際の権利の取得及び損
失補償等に対して契約を行うものであり、工
事に必要となる土地等の権利者との契約とな
ることから、場所及び契約相手方が限定され
るものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-
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97
亘理山元特定災害復旧事業吉田導水
路災害復旧（その３）工事に係る電気工
作物移転補償金

分任支出負担行
為担当官　東北
農政局仙台東土
地改良建設事業
所長　赤倉正弘

宮城県仙台市宮
城野区五輪1-3-
20

平成26年12月17日
東北電力株式会
社宮城支店

宮城県仙台市青
葉区中央4-6-1

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業を施工する際の権利の取得及び損
失補償等に対して契約を行うものであり、工
事に必要となる土地等の権利者との契約とな
ることから、場所及び契約相手方が限定され
るものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

98
亘理・山元農地海岸特定災害復旧事業
鳥の海海岸堤防災害復旧（その２）工
事に係る電気工作物移転補償金

分任支出負担行
為担当官　東北
農政局仙台東土
地改良建設事業
所長　赤倉正弘

宮城県仙台市宮
城野区五輪1-3-
20

平成26年12月18日
東北電力株式会
社宮城支店

宮城県仙台市青
葉区中央4-6-1

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業を施工する際の権利の取得及び損
失補償等に対して契約を行うものであり、工
事に必要となる土地等の権利者との契約とな
ることから、場所及び契約相手方が限定され
るものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

99
仙台東災害復旧関連区画整理事業六
郷２ブロック区画整理（その１）工事に係
る電気工作物移転補償金

分任支出負担行
為担当官　東北
農政局仙台東土
地改良建設事業
所長　赤倉正弘

宮城県仙台市宮
城野区五輪1-3-
20

平成26年12月18日
東北電力株式会
社宮城支店

宮城県仙台市青
葉区中央4-6-1

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業を施工する際の権利の取得及び損
失補償等に対して契約を行うものであり、工
事に必要となる土地等の権利者との契約とな
ることから、場所及び契約相手方が限定され
るものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

100
仙台東特定災害復旧事業南第３支線
排水路災害復旧工事に係る電気通信
線路設備移転工事費用補償金

分任支出負担行
為担当官　東北
農政局仙台東土
地改良建設事業
所長　赤倉正弘

宮城県仙台市宮
城野区五輪1-3-
20

平成26年12月18日
東日本電信電話
株式会社宮城事
業部

宮城県仙台市若
林区五橋3-2-1

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業を施工する際の権利の取得及び損
失補償等に対して契約を行うものであり、工
事に必要となる土地等の権利者との契約とな
ることから、場所及び契約相手方が限定され
るものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

101
島田1号・2号水路工事（その2）に係る
土地使用に関する補償金
一式

分任支出負担行
為担当官　関東
農政局大井川用
水農業水利事業
所長　櫻庭　光一

静岡県島田市中
央町30-1

平成26年12月4日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

-
個人情報非公
表

- -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うもので、工事に必要となる契約であ
り、場所及び契約相手方が特定されるもので
あるため、随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

102
瀬戸川左岸幹線水路整備工事（その3）
に係る物件移転補償金
一式

分任支出負担行
為担当官　関東
農政局大井川用
水農業水利事業
所長　櫻庭　光一

静岡県島田市中
央町30-1

平成26年12月19日
西日本電信電話
株式会社静岡支
店

静岡県静岡市葵
区城東町5-1

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うもので、工事に必要となる契約であ
り、場所及び契約相手方が特定されるもので
あるため、随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

103
南部幹線用水路工事に係る地役権設
定対価
一式

分任支出負担行
為担当官　関東
農政局両総農業
水利事業所長
播磨　宗治

千葉県東金市松
之郷2333

平成26年12月22日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

-
個人情報非公
表

- -

公共事業の施行に伴う地役権設定に関して
契約を行うもので、工事に必要となる契約で
あり、場所及び契約相手方が特定されるもの
であるため、随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

104
島田1号・2号水路工事（その２）に係る
に係る物件移転補償金
一式

分任支出負担行
為担当官　関東
農政局大井川用
水農業水利事業
所長　櫻庭　光一

静岡県島田市中
央町30-1

平成26年12月24日
西日本電信電話
株式会社静岡支
店

静岡県静岡市葵
区城東町5-1

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うもので、工事に必要となる契約であ
り、場所及び契約相手方が特定されるもので
あるため、随意契約を行うものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-



番号 契約名称及び内容

契約担当官等

契約締結日

契約の相手方 随意契約による
こととした会計法
令の根拠条文及
び理由

落札率
再就職
の役員
の数

競争性のない随意契約によらざるを得ない理
由

随意契約によ
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大臣通知上の
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名称 所在地 商号又は名称 住所

契約金額予定価格

105
荒又排水路工事の施行に伴う建物等
の修復に要する費用負担　一式

分任支出負担行
為担当官　北陸
農政局庄川左岸
農地防災事業所
長　大羽　泉

富山県砺波市幸
町8番20号

平成26年12月8日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約相
手方が特定されるため

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

106
市野新田ダム左岸道路他工事に伴う土
地取得相当額補償　1式

分任支出負担行
為担当官　北陸
農政局柏崎周辺
農業水利事業所
長　渡邉昭弘

新潟県柏崎市南
半田18番15号

平成26年12月10日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に伴う権利の取得に関して
契約を行うものであり、工事に必要となる土
地等の権利者との契約であり、場所及び契約
相手方が特定されるため

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

107
荒又排水路（横越工区）その６工事の
施行に伴う支障上水道管の移設補償
一式

分任支出負担行
為担当官　北陸
農政局庄川左岸
農地防災事業所
長　大羽　泉

富山県砺波市幸
町8番20号

平成26年12月18日
高岡市上下水道
事業

富山県高岡市広
小路7番50号

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約相
手方が特定されるため

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

108
岸渡排水路工事の施行に伴う建物等
の修復に要する費用負担　一式

分任支出負担行
為担当官　北陸
農政局庄川左岸
農地防災事業所
長　大羽　泉

富山県砺波市幸
町8番20号

平成26年12月26日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約相
手方が特定されるため

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

109
新濃尾（二期）地区宮田導水路畑地か
んがい用水路その1・その2工事に伴う
物件移転補償（1式）

分任支出負担行
為担当官　東海
農政局新濃尾農
地防災事業所長
國安　法夫

愛知県一宮市八
幡5丁目1番14号

平成26年12月11日
丹羽広域事務組
合

愛知県丹羽郡大
口町河北二丁目
23番地

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- 1,149,900 - -

公共事業を施行する際の権利の取得及び損
失補償等に対して契約を行うものであり、工
事に必要となる土地等の権利者との契約で
あることから、場所及び契約相手方が限定さ
れるものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

110

西濃用水第二期農業水利事業揖西幹
線水路小水力発電設備建設工事に係
る系統連系工事負担金
工事費負担金
一式

分任支出負担行
為担当官　東海
農政局西濃用水
第二期農業水利
事業所長　堤　寛
治

岐阜県大垣市藤
江町二丁目128
番地

平成26年12月16日
中部電力株式会
社大垣営業所

岐阜県大垣市南
高橋町2-25

会計法第29条の
3第4項(法令等
の規定)

3,089,194 3,089,194 100.0% -
電気事業法の規定により、契約の相手方が
一に定められているため。

1(2)①ｲ(ｲ) -

111
明治用水頭首工耐震化対策仮設ヤー
ド整備工事に伴う土地使用補償(1式)

分任支出負担行
為担当官　東海
農政局矢作川総
合第二期農地防
災事業所長　中
島　創

愛知県安城市大
東町22番16号

平成26年12月22日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業を施行する際の権利の取得及び損
失補償等に対して契約を行うものであり、工
事に必要となる土地等の権利者との契約で
あることから、場所及び契約相手方が限定さ
れるものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

112
国営造成水利施設保全対策推進事業
（新濃尾（一期）地区）羽島用水路3号暗
渠（上流）に係る区分地上権設定

分任支出負担行
為担当官　東海
農政局木曽川水
系土地改良調査
管理事務所長
宮﨑　且

愛知県名古屋市
昭和区安田通4-
8

平成26年12月25日 各務原市
岐阜県各務原市
那加桜町1丁目
69番地

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業を施行する際の権利の取得及び損
失補償等に対して契約を行うものであり、工
事に必要となる土地等の権利者との契約で
あることから、場所及び契約相手方が限定さ
れるものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-
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113
大和紀伊平野農業水利事業（二期）団
体営曽我川工区曽我川左岸線その６
改修工事に伴う土地取得補償契約

分任支出負担行
為担当官　近畿
農政局大和紀伊
平野農業水利事
務所長　尾崎　明
久

奈良県橿原市城
殿町459番地

平成26年12月1日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に起因し、不可避的に生ず
る損害に関して契約を行うものであり、工事
に起因して損害等を受ける権利者との契約で
あり、場所及び契約相手方が特定されるた
め、随意契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

114

大和紀伊平野農業水利事業（二期）大
和平野団体営曽我川工区曽我川右岸
線その３改修工事に伴う水道施設の機
能回復補償

支出負担行為担
当官　近畿農政
局長　曾根則人

京都府京都市上
京区西洞院通り
下長者町下ル丁
子風呂町

平成26年12月3日
田原本町水道事
業管理者田原本
町長

奈良県磯城郡田
原本町西竹田
280

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に起因し、不可避的に生ず
る損害に関して契約を行うものであり、工事
に起因して損害等を受ける権利者との契約で
あり、場所及び契約相手方が特定されるた
め、随意契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

115 無停電電源装置購入
支出負担行為担
当官　近畿農政
局長　曾根則人

京都府京都市上
京区西洞院通り
下長者町下ル丁
子風呂町

平成26年12月12日
西日本電信電話
株式会社京都支
店

京都府京都市中
京区三条上ル場
之町６０４

会計法第29条の
3第4項(特定情
報)

1,792,800 1,792,800 100.0% -

無停電電源装置の購入にあたっては、近畿
農政局IP電話システムを構成する機器と連携
させ一体となって運用する必要があることか
ら、本システムを設計・構築し、保守業者であ
る西日本電信電話株式会社しか履行能力が
ないため

1(2)①ﾆ(ﾍ) -

116

大和紀伊平野農業水利事業（二期）初
瀬川線（団体営初瀬川工区１号幹線唐
院保田線他）改修工事に伴う土地取得
補償契約

分任支出負担行
為担当官　近畿
農政局大和紀伊
平野農業水利事
務所長　尾崎　明
久

奈良県橿原市城
殿町459番地

平成26年12月12日 個人情報非公表 個人情報非公表
会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に起因し、不可避的に生ず
る損害に関して契約を行うものであり、工事
に起因して損害等を受ける権利者との契約で
あり、場所及び契約相手方が特定されるた
め、随意契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

117
大和紀伊平野農業水利事業（二期）団
体営初瀬川工区２号幹線嘉幡下永線
他改修工事に係る土地使用補償契約

分任支出負担行
為担当官　近畿
農政局大和紀伊
平野農業水利事
務所長　尾崎　明
久

奈良県橿原市城
殿町459番地

平成26年12月24日
平川商事株式会
社

大阪府八尾市志
紀町１－１１８

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に伴う土地使用に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約の
相手方が特定されており、競争が許されない
ため、随意契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

118
大和紀伊平野農業水利事業（二期）団
体営初瀬川工区２号幹線嘉幡下永線
他改修工事に係る土地使用補償契約

分任支出負担行
為担当官　近畿
農政局大和紀伊
平野農業水利事
務所長　尾崎　明
久

奈良県橿原市城
殿町459番地

平成26年12月24日
平川商事株式会
社

大阪府八尾市志
紀町１－１１８

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施行に伴う土地使用に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約の
相手方が特定されており、競争が許されない
ため、随意契約をおこなうものである。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

119
吉野川下流域農地防災事業に係る公
共補償代金

分任支出負担行
為担当官中国四
国農政局四国東
部農地防災事務
所長　本間 泰造

徳島県板野郡板
野町川端字庄境
2-1

平成26年12月8日
板名用水土地改
良区

徳島県板野郡上
板町高瀬405-5

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -

公共事業の施工に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、工事に必要となる土地
等の権利者との契約であり、場所及び契約相
手方が特定されるものであるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

120

肝属中部（二期）農業水利事業4号水管
橋工事に伴う電気通信設備移設等工
事補償金
電気通信設備移設　一式

分任支出負担行
為担当官　九州
農政局肝属中部
農業水利事業所
長　丹羽啓文

鹿児島県鹿屋市
新川町597

平成26年12月17日
西日本電信電話
株式会社鹿児島
支店長

鹿児島県鹿児島
市松原町4-26

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定さ
れるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-
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121

筑後川下流左岸農地防災事業下久末
線（永田開工区）工事に伴う電気通信
設備移転等工事補償金
電気通信設備移設　一式

分任支出負担行
為担当官　九州
農政局筑後川下
流左岸農地防災
事業所長　後田
靖広

福岡県久留米市
津福今町472-31

平成26年12月25日
西日本電信電話
株式会社取締役
福岡支店長

福岡県博多区博
多駅東3-2-28

会計法第29条の
3第4項(用地補
償契約)

- - - -
公共事業の施行に伴う損失補償に関して契
約を行うものであり、契約の相手方が特定さ
れるため。

1(2)①ﾛに準ず
ると認められる
もの(財務省に
個別に協議し
認められたも
の）

-

122
成田システム外のオペレーティングシス
テムの更新業務に係るデータセンター
作業一式請負契約

支出負担行為担
当官横浜植物防
疫所長
小野仁

神奈川県横浜市
中区北仲通5-57

平成26年12月25日
株式会社インテッ
ク公共ソリュー
ション営業部

東京都江東区新
砂1-3-3

予決令第102条
の4第4号ｲ(有利
随意契約)

- 926,640 - -
システムのＯＳ更新業務については、現在
データセンター運用・保守を請け負っている業
者しか行うことのできない業務であるため

1(2)③ﾛ -

123 検疫探知犬ハンドラー基礎訓練

支出負担行為担
当官
動物検疫所長
小倉弘明

横浜市磯子区原
町１１－１

平成26年12月22日

ＵＳＤＡ，ＡＮＩＭＡ
ＬＡＮＤＰＬＡＮＴＨ
ＥＡＬＴＨＩＮＳＰＥＣ
ＴＩＯＮＳＥＲＶＩＣＥ
（アメリカ合衆国
農務省動植物衛
生検疫局）

360 WALT
SANDERS
MEMORIAL
DRIVE
NEWMAN,GEORG
IA 30265

会計法第29条の
3第4項(その他)

- 6,602,266 - - 当該業務を履行できる者が一に限られる 1(2)①ﾆ(ﾍ) -

124
シンチレーション式空間線量計校正
一式（３１台）

支出負担行為担
当官
東北森林管理局
長
飛山龍一

秋田県秋田市中
通五丁目9-16

平成26年12月19日
たろうまる株式会
社

石川県金沢市鞍
月5-177ＡＵＢＥ2

予決令第102条
の4第4号ｲ(有利
随意契約)

- 1,047,800 - -
当該業務に係る処理が機種購入元である当
該契約者以外に対応が困難であるため

1(2)③ﾛ -

125
北アルプス有害鳥獣対策（ニホンジカ）
駆除等業務委託　81人工

分任支出負担行
為担当官
中信森林管理署
長
吉野　示右

長野県松本市島
立1256-1

平成26年12月19日 大北地区猟友会
長野県大町市大
町１０５８－２大町
合同庁舎内

会計法第29条の
3第4項(法令等
の規定)

- 2,100,000 - -

捕獲許可は、鳥獣被害特別措置法により県
から市町村に権限が委譲され、広域的で効
果的な実行体制を有する者を対象とし、安全
かつ計画的な実行のため1地域1者に限定し
て許可が出されている。当該地域の捕獲許
可者は、契約相手方のみで実施者が一に特
定され競争を許さないため。

1(2)①ｲ(ﾆ) -

126

吉野川下流域農地防災事業北部幹線
水路（萩原工区ＪＲ横断）委託工事
徳島県鳴門市大麻町三俣及び高畑地
内
H26.12.2～H27.11.30
土木一式工事

支出負担行為担
当官中国四国農
政局長　仲家　修
一

岡山県岡山市北
区下石井1-4-1

平成26年12月2日
四国旅客鉄道株
式会社

香川県高松市浜
ノ町8-33

会計法第29条の
3第4項(法令等
の規定)

571,136,000 571,136,000 100.0% -

鉄道事業法第18条の2において、「鉄道事業
者は、輸送の安全の確保が最も重要であるこ
とを自覚し、絶えず輸送の安全性の向上に努
めなければならない。」とあり、また、同法第
18条の3により、国土交通大臣に届出義務が
規定されている「安全管理規程」には、「鉄道
施設の工事に係る作業を行う場合の安全確
保は鉄道施設管理者が責務を負う」旨を遵守
することが必要となっている。以上のことから
契約の相手方が鉄道事業者（四国旅客鉄道
株式会社）に特定されるものであるため。

1(2)①ｲ(ｲ) -


